
1.補正予算案議会上程予定日

2.予算規模 単位：千円

当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

24,000,000 25,284,916 334,348 25,619,264

100.00% 105.35% 1.40% 106.75%

6,384,305 6,384,635 107 6,384,742

100.00% 100.01% 0.00% 100.01%

9,158,376 9,363,679 0 9,363,679

100.00% 102.24% 0.00% 102.24%

39,542,681 41,033,230 334,455 41,367,685

100.00% 103.77% 0.85% 104.62%

※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

3.会計別 単位：千円

会　計　区　分 補正号数 当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

一般会計 第5号 24,000,000 25,284,916 334,348 25,619,264
国民健康保険事業特別会計 第2号 4,578,100 4,578,430 107 4,578,537

総　　　　　計 334,455

4.概要

　令和４年度　愛知県新城市の補正予算案の概要（No.５）　　

令和4年9月7日

会　　計　　区　　分

　今回の補正予算案は、オミクロン株に対応した新型コロナウイルスワクチンの接種体制の整備、最
低賃金改定に伴う人件費の調整及び新型コロナウイルス感染症対策事業について、早期に取り組む必
要が生じたため編成した。
　予算補正を行う会計は、２会計である。
・一般会計
・国民健康保険事業特別会計

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

総　　　　　　　計
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5.補正予算の主な内容

 (1) 一般会計

　①歳入歳出予算補正

ア．歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

国庫支出金 309,585

124,000 健康課

392 市民課

127,627 企画政策課

73 情報政策課

170 こども未来課

53 児童養育支援室

57,270 健康課

県支出金 170

170 こども未来課

繰越金 24,593

24,593 財政課

歳入合計 334,348

 イ．歳出 ◎：新型コロナウイルス感染症対策関連事業 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

乗車券類販売事業 200 公共交通対策室

共通管理事業 106 行政課

新城まちなみ情報セン
ター管理事業

98
市民自治推
進課

人事管理一般事務経費 364 秘書人事課

車両管理事業 79 行政課

情報政策推進事業 73 情報政策課

交通安全対策事業 34 行政課

個人番号カード交付事業 392 市民課

（民生費）

障害支援区分認定等事
務事業

111 福祉課

国民健康保険事業特別
会計繰出金

84 財政課

◎ 放課後児童対策事業
（新型コロナウイルス対策）

16 こども未来課

放課後児童対策事業 2,823 こども未来課

子育て世代包括支援セ
ンター運営事業

144
児童養育支
援室

児童虐待等防止対策事業 107
児童養育支
援室

保育所管理事業 12,762 こども未来課

おおぞら園管理運営事業 231 こども未来課

主な歳入内容

国庫負担金

新型コロナウイルスワクチン接種対
策費負担金

国庫補助金

個人番号カード交付事務費補助金

新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金

マイナポイント事業費補助金

子ども・子育て支援交付金

児童虐待・ＤＶ対策等総合支援事業
補助金

新型コロナウイルスワクチン接種体
制確保事業費補助金

県補助金

地域子ども・子育て支援事業費補助金

繰越金

前年度繰越金

主な事業内容

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う繰出金の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増
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事業名 補正予算額 担当課

児童館運営事業 435 こども未来課

地域子育て支援セン
ター運営事業

367 こども未来課

子育て世帯生活支援特
別給付金給付事業

0 こども未来課

（衛生費）

健康教育事業 45 健康課

すこやか子育て事業 22 健康課

乳幼児健康診査事業 73 健康課

◎
①

新型コロナウイルスワ
クチン接種事業

181,270 健康課

狂犬病予防事業 15 環境政策課

訪問看護事業 25
地域医療支
援センター

斎苑管理事業 251 生活環境課

廃棄物収集運搬事業 653 生活環境課

クリーンセンター管理
事業

62 生活環境課

し尿収集事業 62 生活環境課

埋立処分場維持管理事業 97 生活環境課

（農林水産業費）

◎ 農作業省力化支援事業 6,402 農業課

有害鳥獣対策事業 275 農業課

ほ場整備事業 31 農業課

あいち森と緑づくり事業 0 森林課

（商工費）

東海自然歩道管理事業 0 観光課

（土木費）

道路維持事業 512 土木課

（消防費）

防災学習ホール管理運
営事業

22 防災対策課

（教育費）

適応指導教室推進事業 243 学校教育課

新城ハートフルスタッ
フ活用事業

1,082 学校教育課

スクールバス等運営事業 337 教育総務課

◎
②

トイレ洋式化事業 121,209 教育総務課

小学校管理事業 1,448 教育総務課

中学校管理事業 589 教育総務課

ＩＣＴ活用教育推進事
業

4 学校教育課

図書館（ふるさと情報
館）管理事業

581 生涯共育課

文化財保護事業 13 生涯共育課

設楽原歴史資料館管理
事業

111 生涯共育課

主な事業内容

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増及
び旅費の減

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

オミクロン株に対応した新型コロナウイルスワク
チンの接種体制の整備

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

農作業省力化支援事業補助金の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増及
び消耗品費の減

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増及
び旅費等の減

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

トイレ洋式化工事（東郷東小、舟着小、八名小、
庭野小）

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増
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事業名 補正予算額 担当課

長篠城址史跡保存館管
理事業

98 生涯共育課

鳳来寺山自然科学博物
館管理事業

84 生涯共育課

西部公民館管理運営事業 29 生涯共育課

新城青年の家管理事業 28 生涯共育課

つくで交流館管理事業 243 作手地域課

鬼久保ふれあい広場管
理事業

6 生涯共育課

歳出合計 334,348

（２）国民健康保険事業特別会計

① 歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

県支出金 23 県補助金

特定健康診査等負担金 23 健康課

繰入金 84 他会計繰入金

84 保険医療課

歳入合計 107

② 歳出 単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

給付一般事務経費 33 保険医療課

賦課事業 51 保険医療課

（保健事業費）

特定保健指導事業 23 健康課

歳出合計 107

主な事業内容

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

主な歳入内容

職員給与費等繰入金

主な事業内容

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬等の増

最低賃金改定に伴う会計年度任用職員報酬の増
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①

新型コロナウイルスワクチンの接種を行います

新型コロナウイルス感染症に係る臨時の予防接種について、国からの通知に基づ

き、オミクロン株対応ワクチン接種体制確保の準備を開始します。併せて、引き続

き従来ワクチンの初回接種および追加接種を実施します。

１ 対 象 接種日において5歳以上の者

２ 接種期間 令和４年１０月から令和５年３月まで（予定）

３ 予算の概要

新型コロナウイルスワクチンの接種を行うための体制確保及び

接種の実施に係る費用

①ワクチン接種を実施するための人件費（会計年度任用職員）

②ワクチン接種や接種会場に必要な消耗品等の費用

③ワクチンの接種券・予診票等を印刷・発送するための費用

④コールセンター運営の委託料

⑤ワクチン接種を行うための委託料

・接種業務（集団・個別）

・医療廃棄物の処理

・個別接種医療機関へのワクチン配送 等

４ 財 源 ・新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金

１２４，０００千円

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

５７，２７０千円

問合先 健康福祉部健康課 参事 武川（電話０５３６－２３－８５５１）

継 続

全額国庫負担

４款 － １項 － ５目 （予防費）

新型コロナウイルスワクチン接種事業
予算額

１８１，２７０千円
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②

小学校のトイレ洋式化工事を行います。

小学校における新型コロナウイルス感染防止対策として、日常使用される児童用・

職員用トイレの洋式化工事を行います。

１ 対象校

小学校４校（東郷東小・舟着小・八名小・庭野小）

２ 実施期間

令和４年１０月から令和５年３月まで

３ 予算概要

トイレ洋式化工事 121，209千円

４ 工事概要

① 既設和式便器を撤去し、洋式便器に改修

② 小便器に自動洗浄装置を設置

③ 特殊洗浄ガラスコーティング（床タイル、既設の便器）の実施

５ 財源

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 121，209千円

問合先 教育部教育総務課 課長 原田（電話０５３６－２３－７６３３）

継 続

１０款 － ２項 － １目 （小学校費－学校管理費）

トイレ洋式化事業 予算額 121，209千円
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